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第１章 計画の策定にあたって 

１. 計画策定の趣旨 

大田市では、平成22年国勢調査時点の高齢化率が34.6％に達しており、市内455自治会のう

ち、いわゆる「小規模高齢化集落」は18％にのぼる等、集落機能の低下が課題となっている。 

公共交通機関は、市域を東西に走るJR山陰本線のほか路線バスが計17路線運行されているが、

急速な少子高齢化、人口減少等により利用者の減少が続いており、路線の維持確保のために毎年多

額の補助金を交付している。このような状況から今後の持続可能な地域公共交通体系の構築が喫緊

の課題となっている。一方、国においても、「交通政策基本法」の制定（H25年12月施行）や、「地

域公共交通の活性化及び再生に関する法律」の一部改正（H26年11月施行）、「地方創生」や「『小

さな拠点』づくり」の推進等により、まちづくりと連携した地域公共交通ネットワークの確保に向

けた取組が進められている。 

こうした流れを見越して、大田市では、既存の「地域公共交通会議」を包含する法定協議会を平

成26年4月に設置し、公共交通の確保・維持のための体制を強化してきたところである。このよ

うな状況を踏まえ、「大田市生活交通確保対策実施計画」（平成19年3月）策定以後、生活交通を

取り巻く環境も大きく変化したため、新たな計画として持続可能な地域公共交通ネットワークを作

り上げるための枠組みの構築に向けて、「大田市地域公共交通網形成計画」を策定する。 

２. 計画の構成 

本計画の構成は以下のとおりである。 

図表 1 計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域の概況 

位置・地勢、人口、施設の分布について整理 

地域公共交通の現況 

公共交通網、バスの路線別の特徴等について整理 公共交通に対するニーズ 

住民アンケート調査、民生委員アンケート調査、 

高校・関係機関ヒアリング調査の分析結果 

公共交通を取り巻く課題と対応方針 

公共交通に関する課題と、調査結果や上位・関連計画

等を踏まえた対応方針を整理 

計画の目標と具体的な事業内容 

目標達成のために実施する事業と、目標に対する評価

指標のほか、計画の達成状況の評価に関する事項、実

施スケジュール等について記載 
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３. 計画の位置付け 

(１) 国の施策との関係 

① 交通政策基本法の制定 

平成25年12 月４日に公布・施行された「交通政策基本法」では、「国民等の交通に対する基

本的なニーズの充足」「交通の機能の確保及び向上」「交通による環境への負荷の低減」「交通の

適切な役割分担及び有機的かつ効率的な連携」「連携等による施策の推進」「交通の安全の確保」

といった、交通に関する基本理念等が定められている。同法では、交通に関する施策について、国、

地方公共団体、交通関連事業者、交通施設管理者及び国民等の責務等を明らかにすることを掲げ、

国及び地方公共団体が講ずる交通に関する基本的な施策について記載されている。 

② 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部改正 

本計画は、平成26年11月に施行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部

を改正する法律」に基づき策定する法定計画である。同法では、交通政策基本法の基本理念にのっ

とり、持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生のための取組を推

進することを目的としている。 

また、人口減少社会において地域の活力を維持、強化するためには、コンパクトなまちづくりと

連携して、地域公共交通ネットワークを確保することが重要であるとの考えの下に、地方公共団体

を中心として、関係者の合意の下に持続可能な地域公共交通ネットワークの再構築を図ることが掲

げられている。 

 

(２) 国の施策及び市の上位・関連計画との関係 

本計画は、大田市総合計画や大田市都市計画マスタープラン等を上位・関連計画として、それぞ

れの計画に掲げられている事業との整合を図り策定するものである。 

図表 2 国の施策及び市の上位・関連計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

地域公共交通活性化・再生法の一部改正（平成 26年 11月施行） 
 
 
 
 
 

大田市総合計画（H19.3策定） 

自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県央の中核都市 

大田市地域公共交通網形成計画 

まちづくり、観光振興等の 

地域戦略との一体性の確保 

地域全体を見渡した総合的

な公共交通網の形成 

地域特性に応じた多様な 

交通サービスの組合せ 

住民の協力を含む

関係者の連携 

市の上位・関連計画 
との整合 

大田市都市計画マスタープラン（H20.3策定） 

大田市過疎地域自立促進計画（H22.12策定） 

大田市新観光計画（H21.6策定） 

大田市定住促進ビジョン（H25.3策定） 

大田市生活交通確保対策実施計画 

（H19.3策定） 

実施項目の調整 



  3 

上位・関連計画における公共交通に関連する事業等は次表のとおりであり、以下、それぞれの計

画の概要について、公共交通に関する事項を中心に整理する。 

図表 3 市の上位・関連計画における公共交通に関連する事業等 

 計画の基本方針や公共交通に関する事業等 

大田市総合計画 

【大田市の将来像】 自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 

県央の中核都市 

【公共交通に関する施策】 暮らしを支える生活交通の確保 

大田市都市計画 

マスタープラン 
【都市づくりの目標】 連携と交流によるだれもが住みよい都市づくり 

大田市過疎地域 

自立促進計画 

 各地域の実情やニーズに即した生活交通の確保 

 公共交通空白地への対応 

 中心市街地へのアクセス確保 

大田市 

定住推進ビジョン 

 市民参画と協働によるまちづくりの推進 

 魅力ある観光情報の提供（観光サイン整備事業等） 

大田市新観光計画 

 環境対応型車両の導入 

 観光地間を結ぶ２次交通の整備 

 外国人来訪者への対応 

大田市生活交通 

確保対策実施計画 

 重複区間の運行形態の見直し 

 乗合バスの利用動向を踏まえた運行路線・回数の見直し 

 運行車両の見直しによる運行経費の削減 

 高齢者が利用しやすい車両の導入 

 予約乗合タクシーと乗合バスとの競合への対応 等 

 

① 大田市総合計画【H19.3策定】 

市の将来像として、「自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県央の中核都市」を掲げ、

その将来像を実現していくための3つの力として「魅力」「活力」「協力」を挙げている。 

また、この将来像を実現するための基本方針として、「だれもが住みよく、安心・やすらぎを感じ
る生活づくり」「参画と協働によるまちづくり」等が示されている。 

公共交通に関する施策としては、「大田市生活交通確保対策実施計画」に基づき、乗合バスの運行

再編や、予約に応じて運行するデマンド型交通を導入する等、生活交通システムを再編し、市民生

活の利便性を確保することが掲げられている。 

図表 4 大田市総合計画における公共交通関係施策の内容 

施策 内容 

生活交通システ

ムの再編 

 重複路線バス運行の廃止に伴う地方バス路線の維持確保対策を図る。 

 乗合タクシーやデマンド型公共交通等、地域の利用実態に即した生活交通手段の
導入を図る。 

 通学バスを一般市民が利用できるよう、路線バスとの一体的な運行システムの導
入を図る。 

 福祉タクシーなどの利用支援による高齢者等の生活交通を確保する。 

 交通空白地域のモビリティ確保による自治会等地域による輸送活動を支援する。 
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② 大田市都市計画マスタープラン【H20.3策定】 

都市づくりの目標として、「連携と交流による だれもが住みよい都市づくり」を掲げている。 

また、将来都市構造における３つの方針として、「地域の特色を生かした拠点の形成」「一体的な

まちづくりに向けた地域間連携の強化」「計画的な土地利用と地域資源の保全・活用」が示されてい

る。 

図表 5 大田市都市計画マスタープランの概要と、計画における将来都市構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大田市総合計画 後期計画

～自然・歴史・ひとが光輝く 誰もが住みよい 県央の中核都市～

魅力・活力・一体感のある新しい都市づくり

安全・安心・快適で誰もが住みよい都市づくり

自然・歴史・文化を育み継承する都市づくり

大田市都市計画マスタープラン

連携と交流によるだれもが住みよい都市づくり

実現に向けた計画

Ⅰ.拠点の方針 Ⅱ.連携の方針 Ⅲ.ゾーンの方針

地域の特色を活かした
拠点の形成

一体的なまちづくりに
向けた地域間連携の強化

計画的な土地利用と
地域資源の保全・活用

大田市駅

久手駅

仁万駅

温泉津駅

琴ヶ浜
海水浴場

櫛島
海水浴場

石見銀山遺跡
大森銀山
（重要伝統的建造物群保存地区）

三瓶山
大山隠岐国立公園

温泉津町
（重要伝統的建造物群保存地区）

山陰道
国道9号
JR山陰本線

国道375号

大田佐田線

三瓶山公園線

仁摩瑞穂線

温泉津川本線

大田桜江線

中心拠点 生活拠点（住商近接型） 生活拠点（自然共生型） 観光交流拠点

広域連携軸 都市間連携軸 観光交流軸
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③ 大田市新観光計画～滞在型観光をめざして～【H21.6策定】 

石見銀山とともに観光の両輪となるべき国立公園三瓶山の再生を主眼に置き、「石見銀山観光の具

体的対策」「三瓶山観光再生の具体的対策」「豊富な地域資源の有効活用」「おもてなしの観点からの
観光振興」といった観点から、現状・課題と求められる対応策が示されている。 

公共交通に関する事項は、次表のように整理されている。 

図表 6 大田観光エリアのテーマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7 大田市新観光計画における公共交通に関する現状・課題と求められる対応策 

区分 現状・課題 求められる対応策 

石見銀山観光の

具体的対策 

「歩く観光」と「龍源寺間歩行きバス」

への対応 

新たな移動手段の検討 

石見銀山方式パーク＆ライドへの対応 観光ピーク時の渋滞解消等 

温泉津・仁摩地区の世界遺産エリアにお

ける駐車場不足 

温泉津地区、仁摩地区と石見銀山と連

結する２次交通 

三瓶山観光の 

具体的対策 
三瓶エリア内連携の不足 

「歩き廻り」を基本コンセプトとする

場合の周遊シャトルバス 

豊富な地域資源

の有効活用 

仁摩サンドミュージアムの活用 
環境に配慮した輸送手段の導入等によ

る石見銀山との連携 

温泉津地区の活用 
世界遺産ゾーンおよび市内観光施設と

の連携による周遊型観光 
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④ 大田市過疎地域自立促進計画【H22.12策定】 

大田市総合計画における将来像「自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県央の中核

都市」と、3つの力（魅力・活力・協力）を踏まえ、「魅力あるまちづくり」「活力あるまちづくり」
「協力によるまちづくり」を基本的な目標としている。 

なお、公共交通については、「３．交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進」において、
以下のように整理されている。 

図表 8 大田市過疎地域自立促進計画における公共交通の現状・課題 

鉄道  少子高齢化、他の代替輸送機関との競合による利用者の減少等により、運行水準や路線の維
持が危惧される状況 

 出雲市を境に運行本数が削減されており、利用者に不便な状況 

 平成13 年度より山陰本線の高速化が進み、移動時間の短縮と交流促進が図られている 

バス  利用者減少に伴う市の財政負担の増大 

 通院・通学等生活を支える地域交通の維持・確保が課題 

 各地域の実情や住民ニーズに即した生活交通手段、周辺地域から中心市街地へのアクセスの
確保が必要 

 旧市町で実施してきた生活交通サービスの平準化と、バス停までの遠距離者対応が急務 

 

⑤ 大田市定住促進ビジョン【H25.3策定】 

大田市では、平成18年度を「定住元年」に位置づけ、また、平成24年度に「第二次定住促進

ビジョン」を策定し、様々な定住対策に取り組んでいる。 

計画では、定住対策の指針として４つの柱を定め、5つの基本方針に基づく107の事業に取り組
むこととしており、5カ年で1,000人のＵＩターン者の確保を目標に定めている。 

図表 9 大田市定住推進ビジョンにおける施策の体系図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 大田市生活交通確保対策実施計画【H19.3策定】 

乗合バスの運行再編、スクールバス及び福祉移送サービス体系の見直しといった生活交通対策の

あり方とその推進方策について検討を行い、効率的かつ効果的な生活交通対策の推進により、住民
生活の利便性の確保、福祉の維持・向上に資することを目的として策定された。 

計画では、乗合バス、スクールバス及び予約乗合タクシーについて、生活交通確保のための具体

的な方策が示されている。 

  

大田市定住対策の指針（4本の柱）

就業支援対策 子育て支援対策
空き家活用等
促進対策

ふるさと愛
育む対策

産業振興

新産業の創出、

高付加価値産業

の創出

子育て支援

安心して産み育

てることのでき

る環境づくり

住宅対策

若者、家族世帯

UIターン者の快

適な住居環境づ

くり

人づくり

地域を想い、地

域に根差した人

づくり

魅力ある
まちづくり

住んでよかった

と思える魅力あ

るまちづくり

大田市総合計画 後期計画

～自然・歴史・ひとが光輝く 誰もが住みよい 県央の中核都市～

「移住」「二地域居住」「Uターン」など多様なスタイルの定住促進
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図表 10 大田市生活交通確保対策実施計画における運行路線別の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 課題 求められる対応策 

乗合バス 

重複区間の運行形態の見直し 一部、複数の乗合バスが重複して運行している区間が

あり、効率的な運行形態の検討 

乗合バスの利用動向を踏まえ

た運行路線・回数の見直し 

各路線の利用動向、事業収支等を踏まえて、運行路線、

運行回数の見直し 

運行車両の見直しによる運行

経費の削減 

現行の中大型車両主体から、利用状況に応じて小型バ

ス車両等に切り替え、経費の低減 

高齢者が利用しやすい車両の

導入 

高齢化に応じて、バス事業者と連携してバリアフリー

車両の導入を計画的に推進 

高校統合への対応 島根中央高校の生徒の動向を踏まえた増便の検討 

乗合バス利用不便地区への対

応 

乗合バス利用不便地区が広範囲にわたり存在するた

め、当該地区高齢者等の交通手段を確保 

スクール 

バス 

スクールバス運行上の留意点 乗合バス路線と重複している路線の一元化と、その際

のスクールバスの有償一般混乗の導入を検討 

乗合 

タクシー 

継続的な運営への対応 地区社協の事務事業に関わる人件費を担保する仕組み 

大田市立病院通院者の帰宅時

間の調整 

市立病院における予約診療の徹底実施によって帰宅時

間の調整を可能にする 

適正な運賃の設定 １便あたりの運賃の適正化 

予約乗合タクシーと乗合バス

との競合への対応 

乗合タクシーと乗合バスの競合を避ける方法の検討 
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４. 策定主体 

本計画は、関係部局及び国や県と連携・調整を図りながら、大田市地域公共交通協議会ならびに

大田市地域公共交通協議会幹事会における協議結果を踏まえ、大田市が主体となり策定するもので
ある。 

 

５. 計画の区域 

計画の区域は、大田市全域とする。 

 

６. 計画の期間 

計画の期間は、平成27年度から平成31年度までの5年間とする。 
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第２章 地域の概況 

１. 位置・地勢 

 大田市は島根県の中央部に位置し、北は日本海、東は出雲市と飯南町、西は江津市、南は美郷町、

川本町と隣接している。中央部には世界遺産に登録された石見銀山遺跡が、南東部には大山隠岐

国立公園に属する三瓶山（1,126m）が、南西部には大江高山（808m）が位置し、これらを主

峰とする連山に囲まれた山間傾斜地が多く、複雑な地形を構成している。 

 総面積は、436.12km2で、あり、うち可住地面積は90.13km2（総面積の約21％）である。 

 平成17年10月１日には、古くから歴史、文化、経済、生活等において一体性を有し、生活圏

として深い関わりを持ってきた仁摩町及び温泉津町との合併により、新生「大田市」が発足した。 

 市域は、歴史的な沿革や地域の役割、地形、地理的条件等を踏まえ、7つのブロックに区分され
ている。 

図表 1 位置・地勢 
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図表 2 地域区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 人口 

(１) 人口の推移 

 人口は昭和60年以降減少が続いており、平成22年までの25年間に約11千人が減少、さら
に平成22年から平成47年までの25年間に約11千人減少すると推計されている。 

 高齢化率は、平成22年の35％から、平成47年には41％まで上昇すると予測されている。 

図表 3 人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査 

※将来推計人口は国立社会保障・人口問題研究所による推計値（平成 25年 3月公表） 
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(２) 人口分布 

 人口は中央ブロックに集中しているが、東部、西部及び仁摩の中心部にも一定の集積がある。 

 山間部や出雲市との境界付近に多くなっている。 

図表 4 人口分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：H22年国勢調査 
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(３) 高齢化の状況 

 高齢化率は東部ブロックの山間部と、三瓶、高山、仁摩、温泉津で高くなっている。 

 中央ブロックから東部の久手にかけては、高齢化率が比較的低くなっている。 

図表 5 集落ごとの高齢化率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：H22年国勢調査 
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３. 施設の分布 

(１) 機能集積状況 

 公共交通での移動の目的地となる主な施設は、多くが中央ブロックに集積しているほか、仁摩、
温泉津の中心部においても一定の集積がみられる。 

 山間部においては商業施設の立地はあまりみられないが、医療施設は点在している。 

図表 6 機能集積状況 
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(２) 公共施設 

 図書館や体育館は、概ね大田、仁摩、温泉津の各ブロックに立地している。 

 ブロックごとに公民館が置かれており、地域ごとに「まちづくりセンター」が設置されている。 

図表 7 公共施設の分布 
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(３) 商業施設 

 ショッピングセンターやスーパー等の商業施設は中央ブロックに集中しているほか、東部、仁摩、
温泉津の中心部にも立地している。 

 山間部においては、大型の商業施設の立地はみられない。 

図表 8 商業施設の分布 
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(４) 医療施設 

 医療施設は中央ブロックに集中している。 

 三瓶、高山、仁摩、温泉津等、山間部や沿岸部にも分布している。 

図表 9 医療施設の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※大田市立病院と、1 次医療機関及び歯科医院を掲載 
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(５) 観光資源 

 世界遺産である石見銀山遺跡や、大山隠岐国立公園に属する三瓶山のほか、物部神社、仁摩サン
ドミュージアム、温泉津温泉等の観光資源が市域全体に広く分布している。 

 観光資源の分布を路線バスの運行便数と重ね合わせてみると、大田市中心部～大森代官所跡～世

界遺産センター間では多くの便数が確保されている。 

図表 10 観光資源の分布と路線バス運行便数 
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第３章 地域公共交通の状況 

１. 道路と鉄道 

(１) 道路網と鉄道網 

 海岸線に沿って国道9号とJR山陰本線が走っており、山間部の各ブロックとは主に県道で結ば
れている。 

図表 1 道路網と鉄道網 
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(２) 鉄道の利用状況 

 大田市駅の利用者が最も多く、1日あたりの平均で572人となっている。 

 大田市駅、久手駅、仁万駅及び温泉津駅の１日あたり平均乗車人員について、平成20年度と平
成24年度とを比較すると、概ね15～20％程度減少している。 

図表 2 市内の主要駅における 1日あたり平均乗車人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：しまね統計情報データベース・JR西日本 
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２. 路線バス 

(１) バス路線網 

 路線バスは17路線運行されており、内訳は、石見交通株式会社（４条路線及びみなし４条路線）
13路線、大田市生活バス3路線、多伎循環バスが1路線となっている。 

 大田市駅の南側に立地する「大田バスセンター」を拠点として、放射状に路線網が広がっている。 

図表 3 バス路線網 
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(２) 区間別の運行便数 

 「大田バスセンター」と「大田市立病院前」との間は、多くの路線が走るため便数が特に多くなっ
ている。 

 大田市駅と観光地とを結ぶ区間である「大田バスセンター」と「世界遺産センター」との間も、

他の区間に比べて運行便数が多くなっている。 

 温泉津ブロックの中心部では大田市生活バスの3路線が同じ経路を走るため、運行便数が多く

なっている。 

図表 4 区間別の運行便数 
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(３) 乗降調査に基づく路線別の特徴 

 平成25年11月下旬から12月上旬にかけて、市内の全１７路線（及び高速バス広島線）を対
象に乗降調査を実施した（各路線とも平日１日間の調査を実施）。 

 乗降調査結果に基づく各路線の特徴は、次のとおりである。 

図表 5 乗降調査に基づく路線別の特徴 

区分 路線名 特徴 

４条路線 

周布線  朝夕１便ずつ計２便のみの運行で、総利用者数は4人と少ない。 

大森・ 

大家線 

 総利用者数は131人で、内訳としては高齢者（102人）が最も多くなっ
ているが、中学生（16人）と高校生（11人）のまとまった利用もある。 

 「大田バスセンター」～「大森代官所跡」間の利用が大部分で、「大森代
官所跡」～「大家回転場」間の利用は少ない。 

 「大田バスセンター」～「瀬戸口」の間で複数の路線と重複しており、
特に川本線との重複区間が長い。 

波根線 

 総利用者数は 79 人で、内訳としては一般・高齢者（60 人）が大部分
を占めているが、小学生（15 人）と中学生（3 人）のまとまった利用
もある。 

 富山線と一部の区間が重複している。 

大田・ 

江津線 

 総利用者数は245人で、内訳としては一般・高齢者（172人）が最も
多くなっているが、中学生（70人）のまとまった利用もある。 

 中学生は、ほとんどが大田西中への通学利用である。 

 大田市生活バス井田線、温泉津線と一部の区間が重複している。 

波積線 

 総利用者数は39人で、小中学生及び高校生の利用はない。 

 夕方以降の便は上り・下りとも利用が少ない。 

 大田市生活バス井田線と一部の区間が重複している。 

市内・ 

和江線 

 総利用者数は33人で、小中学生及び高校生の利用はない。 

 市中心部を環状運行するため、複数の路線と部分的に重複している。 

粕淵線 

 総利用者数は 80 人で、内訳としては一般・高齢者（54 人）が最も多
くなっているが、中学生（14 人）、高校生（12 人）のまとまった利用
もある。 

 「大田バスセンター」～「川合」間で三瓶線と競合している。 

川本線 

（広島線） 

 総利用者数は56人で、内訳としては一般・高齢者(42人)が最も多くなっ
ているが、小学生（5 人）、中学生（4 人）、高校生（5 人）のまとまっ
た利用もある。 

 大森・大家線との重複区間が長く、仁万線とも一部の区間が重複してい
る。 

 なお、広島線の総利用者数は74人で、内訳としては一般・高齢者が44
人、高校生が 30 人となっている。高校生は、島根中央高校へ通学する
生徒の利用が大部分である。 
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区分 路線名 特徴 

みなし 

４条路線 

仁万線 

 総利用者数は 117 人で、内訳としては一般が 83 人で最も多く、次い
で高齢者が31人となっている。 

 一般は「大田バスセンター」～「大森代官所跡」～「世界遺産センター」
間の利用が大部分であり、観光客の割合が高いと考えられる。 

 「大森代官所跡」～「世界遺産センター」間を中心に多くの便が運行さ
れているが、時間帯によっては利用のない便もある。 

富山線 

 総利用者数は63 人で、内訳としては中学生が35 人で最も多く、次い
で小学生が14人となっており、小中学生の通学利用の割合が高い。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

 波根線と一部の区間が重複している。 

山口線 

 総利用者数は43人で、内訳としては小学生が22人で最も多く、以下、
一般・高齢者（17人）、中学生（4人）となっている。 

 小学生は、北三瓶小学校のほか、大田小学校に通学する生徒も利用して
いる。 

三瓶線 

 総利用者数は77人で、内訳としては一般・高齢者が60人で最も多く、
以下、中学生（15人）、高校生（2人）となっている。 

 中学生は、大田一中への通学利用である。 

大屋線 

 総利用者数は37人で内訳としては一般・高齢者が22人で最も多くなっ
ているが、小学生（10人）、中学生（4人）のまとまった利用もある。 

 大田バスセンター～久屋小学校前まで、川本線、大森・大家線と重複し
ている。 

79条路

線 

大田市 

生活バス 

温泉津線 

 総利用者数は18人で、すべてが一般又は高齢者の利用である。 

 まったく利用のない便もみられる。 

 大田・江津線及び大田市生活バス井田線と一部の区間が重複している。 

大田市 

生活バス 

井田線 

 総利用者数は38人で、内訳としては中学生が34人で最も多く、以下、
高齢者（3人）、高校生（１人）となっている。 

 利用者の大部分を中学生が占めており、利用実態としてはスクールバス
に近い。 

大田市 

生活バス 

湯里線 

 総利用者数は43人で、すべてが小学生の利用である。 

 通学利用を優先したダイヤが組まれていることもあり、利用実態として
はスクールバスに近い。 

多伎循環

バス 

 総利用者数は26人であるが、大田市内区間の利用者はわずかである。 

 すべてが高齢者の利用である。 

 

＜用語の解説＞ 

 4条路線 

道路運送法第4条に基づく民間事業者による乗合事業。 

 

 みなし4条（旧21条）路線 

旧道路運送法第21条に基づき、市町村の要請で貸切事業者が行う乗合事業。 

 

 79条路線 

道路運送法第79条の登録を受けて、市町村が行う乗合事業。 
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(４) 路線別の利用状況と収支率 

① 輸送人員と収支率の推移 

 路線バスの利用者数は平成26補助年度で385千人であり、平成22年度からの４年間で６１
千人（13.7%）減少している。 

 路線別の収支率は、平成26補助年度において１００％を超えている（黒字である）路線は「富

山線」のみであり、「市内・和江線」「川本線」「大田市生活バス」「多伎循環バス」は10～20%
台と低くなっている。 

図表 6 路線別の輸送人員と収支率の推移 

（単位：千人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

輸送
人員

収支率
輸送
人員

収支率
輸送
人員

収支率
輸送
人員

収支率
輸送
人員

収支率

4条路線 周布線 17 51% 20 52% 19 49% 20 48% 18 49%

大森・大家線 60 49% 53 41% 48 39% 46 35% 46 37%

波根線 26 42% 25 45% 25 51% 26 51% 25 54%

大田・江津線 84 61% 83 60% 75 53% 51 52% 84 57%

波積線 17 43% 15 39% 13 36% 12 31% 12 26%

市内・和江線 10 26% 8 21% 7 18% 6 13% 9 22%

粕淵線 32 39% 25 29% 23 27% 26 24% 21 25%

川本線 16 28% 19 25% 19 24% 15 19% 17 22%

みなし4条 仁万線 93 103% 127 116% 58 82% 63 88% 39 38%

路線 富山線 9 43% 11 113% 13 137% 16 122% 16 103%

山口線 16 42% 14 32% 16 32% 12 31% 15 33%

三瓶線 34 38% 25 29% 43 28% 45 28% 50 54%

大屋線 16 66% 15 66% 12 66% 9 57% 11 56%

79条路線 大田市生活バス 10 17% 10 12% 7 13% 7 13% 15 13%

多伎循環バス 6 10% 6 10% 5 11% 6 12% 5 12%

446 - 456 - 384 - 360 - 385 -

H25補助年度 H26補助年度

合計

H22補助年度 H23補助年度 H24補助年度
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② 平成 26補助年度における路線別の収支率と平均乗車密度の関係 

 「市内・和江線」「川本線」は、平均乗車密度・収支率ともに低く、運行形態の変更を含めた見直

しが必要と考えられる 。 

 「粕淵線」「波積線」「仁万線」は、収支率は20％を超えているものの、平均乗車密度が低いた

め便数や経路等の見直しが必要と考えられる。 

図表 7 路線別の収支率と平均乗車密度の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(５) 路線バスに対する市補助金及び県負担額の推移 

 市補助金と県負担額の合計は120百万円前後で推移している。 

 市補助金は、平成26補助年度で111百万円となっている。 

図表 8 路線別の年間輸送人員と市及び県の負担額の推移 
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(６) 公共交通空白地域 

 総人口に占めるバス停400m圏域外人口（公共交通空白地域人口）の割合は23.0%である。 

 ブロック別では三瓶が61.9%で最も高く、以下、高山（42.1%）、温泉津（31.4%）となって
いる。 

図表 9 人口分布とバス停 400m圏域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブロック 
人口 

（人） 

バス停400m圏域外人口 

（人） 

バス停400m圏域外人口割合 

（公共交通空白地域人口割合） 

中央 12,604 1,823 14.5% 

東部 6,936 1,159 16.7% 

西部 6,92.3 2,011 29.0% 

三瓶 2,131 1,319 61.9% 

高山 1,770 746 42.1% 

仁摩 4,340 651 15.0% 

温泉津 3,292 1,035 31.4% 

合計 37,996 8,744 23.0% 

資料：H22 年国勢調査と電話帳データをもとに作成 
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＜公共交通空白地域の考え方について＞ 

一般的に、自宅からバス停までの距離が300～500m程度離れていると、バスの利用に不便を

感じる人の割合が高くなる傾向がみられる。本計画の策定にあたり実施した住民アンケート調査（平

成26年12月）では、自宅からバス停までの距離が400m以上離れると、バスの利用に不便を感
じる人の割合が半数を超えるという結果が出ている。 

県内の事例をみると、安来市及び雲南市ではバス停400m圏域外、浜田市及び益田市では500m

圏域外をそれぞれ公共交通不便地域と定義している。また、「島根県公共交通現況調査報告書」（平

成26年3月）においては、バス路線から500m以内をバス路線圏域としている。 

こうしたことから、本計画においては、バス停400m圏域外を公共交通空白地域の目安として設

定している。ただし、勾配や道路の線形・幅員等によっては、バス停400m圏域内であっても公共
交通の不便な地域が存在することに留意する必要がある。 

図表 10 バスを利用できる自宅からバス停までの距離（H26年住民アンケート調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(７) バスを利用した通学 

① 小学校へのバス通学の状況 

 東部ブロックのほか、三瓶や温泉津等では小学校への通学手段として路線バスが使われている。 

 小学校４校において通学専用のスクールバスが運行されている。 

 朝波小学校では、登校には路線バス（富山線）を利用し、下校には通学専用のスクールバスを利

用することで、既存のバス路線を維持・確保しつつ、路線バスではカバーできない時間帯のみ通
学専用のスクールバスを走らせるという手法がとられている。 

 

② 中学校へのバス通学の状況 

 東部ブロックや三瓶、高山、温泉津及び仁摩等では、中学校への通学手段として路線バスが使わ

れている。 

 また、中学校２校において通学専用のスクールバスが運行されている。 

 大田西中学校では、登校時の交通手段を確保するため、大田市生活バス（井田線）の朝の便を温
泉津町中心部から大田西中まで通学専用で延長運行するという手法がとられている。 

 

  

4.4%

5.7%

16.4%

20.2%

30.6%

50.0%

89.9%

100.0%

0 20 40 60 80 100

自宅から2km以内

自宅から1.5km以内

自宅から1km以内

自宅から800m以内

自宅から600m以内

自宅から400m以内

自宅から200m以内

自宅まで送迎

「バスを利用できる」と答えた人の割合（累積度数）

【N=614】

自宅から 400m を超えると、

「バスを利用できる」と答え

た人の割合が半数以下に 
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図表 11 小学校へのバス通学の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 12 中学校へのバス通学の状況 
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(８) 大田バスセンターまでの運賃 

 路線バスの各停留所から大田バスセンターまでの運賃をみると、中央ブロック内や東部ブロック

の波根、西部ブロックの五十猛までは概ね400円以内となっているが、三瓶ブロックや高山、

温泉津では800円以上かかる地区もある。 

図表 13 大田バスセンターまでの運賃 
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３. タクシー 

 市内には８つのタクシー事業者があり、１社を除き国道９号の付近に営業所を置いている。 

 三瓶ブロックや高山ブロック等の山間部では、営業所を中心とした半径５km圏域に含まれない
地区が多い。 

図表 14 タクシー営業所の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※営業所からの距離の目安として 5km 圏域（時速 40kmで走行した場合 7.5 分）を設定 
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４. その他の交通手段 

(１) 福祉移送サービス 

 市では、身体の不自由な方等を対象とした福祉移送サービスが行われている。 

図表 15 大田市が実施している福祉移送サービスの概要 

名称 内容 

障害者等福祉タク

シー利用料金助成 

重度の障がい者を対象に、社会参加又は通院等のためにタクシーを利用する際の

費用を助成するもの。 

【対象者】身体障害者手帳1、2級 療育手帳A 精神障害者保健福祉手帳 

【助成内容】福祉タクシー券（額面500円×24枚／年）を交付 

【利用者数】：454件（平成25年度） 

【予算額】3,699千円（平成26年度） 

人工透析等通院 

交通費補助 

人工透析及び特定疾患の治療のために通院する患者を対象に、通院に要する交通

費を助成するもの。 

【対象者】人工透析療法及び特定疾患の治療を受けている通院患者 

【助成内容】路線バス運賃の1/4、ＪＲ運賃の1/2が基本で、月上限20千円 

【利用者数】124件（平成25年度） 

【予算額】4,904千円（平成26年度） 

重度身体障害者 

移動支援事業 

大田市が大田市社会福祉協議会へ委託して、車椅子利用者で一般交通手段の利用

が困難な方を対象に、リフト付自動車による外出支援を行うもの。 

【対象者】車椅子利用者で一般の交通手段を利用することが困難な身体障がい者 

【支援内容】リフト付自動車による外出支援 

福祉バス運行事業 大田市が大田市社会福祉協議会へ補助金を出して運行しており、老人クラブ等の

行事の際等に利用されている。 

【予算額】2,000千円（平成26年度） 

【利用数】年間約130件 

資料：市社会福祉課へのヒアリング結果による 
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(２) 住民が主体となった移動手段（湯里地域あいのりタクシー） 

 温泉津ブロックの湯里地区では、地区社会福祉協議会内に設置された運営協議会が利用者を取り
まとめて、地元のタクシー事業者に運行を依頼する「あいのりタクシー」が運行されている。 

 運行経費は、登録者（利用者）の会費と、地域住民の賛助協力費等によりまかなわれており、市

からの補助は無い。 

 登録者には金額式のタクシー利用券が交付され、実際のタクシー運賃と利用券との差額は利用者

負担となるため、相乗りする人数が多いほどに得になる。 

 平日の午前中における通院目的での利用が多く、目的地のほとんどは温泉津地区内であるが、市
外の医療機関への通院にも利用されている。 

図表 16 湯里地域あいのりタクシーの運行概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 商業施設が運行する無料シャトルバス等 

 イオンタウン大田では、買い物客の利便性向上を目的として、毎週火曜日に無料シャトルバスを
運行している。 

 運行区間は、「大田バスセンター」と「イオンタウン大田」との間で、便数は往路（イオンタウン
大田方面）４便、復路3便である。 

 また、無料シャトルバスの運行とは別に、イオンタウン大田では3,000円分の買い物をした人

に対して路線バスの運賃が100円引となる「エコチケット」を配布している。 

図表 17 イオンタウン大田のバス停とエコチケット 
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第４章 公共交通に対するニーズ 

１. 住民アンケート調査 

(１) 調査概要 

市民の公共交通の利用実態、公共交通に対する意識及び改善要望等を把握するため、住民を対象
とするアンケート調査を実施した。 

図表 1 住民アンケート調査の概要 

調 査 内 容 

 居住地、年代、自家用車や運転免許の保有状況  

 公共交通の利用頻度  

 普段利用する医療機関や商業施設  

 路線バスの満足度  

 公共交通に対する改善要望 

 自由意見  

調 査 期 間 平成26年11月20日（木） ～ 12月5日（金）  

調 査 対 象 公共交通空白地域を中心に選定した150自治会の住民  3,137人  

調 査 方 法 郵送による配布・回収  

回 収 率 30%  

 

(２) 調査結果 

① 普段利用する交通手段 

 「自動車（自分で運転）」が59.7%で最も多く、次いで「石見交通バス」「自動車（送迎）」「タ

クシー」が20%前後、「鉄道」12.9%となっている。 

図表 2 普段利用する交通手段 

 

 

 

 

 

 

 

  

59.7%

22.2%

21.5%

20.4%

12.9%

3.4%

2.1%

1.6%

5.2%

0% 20% 40% 60% 80%

自動車（自分で運転）

石見交通バス

自動車（送迎）

タクシー

鉄道

自動二輪・原付

石見交通以外のバス

シニアカー

その他

（N=918）

※複数回答
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② 自動車の使い方 

 「自由に使える車がある」と答えた人は全体の64.4％であり、自分で運転することができない

人（「家族に送迎を頼めば使える」と「自由に使える車はない」の合計）は、全体の31.6%となっ
ている。 

図表 3 自動車の使い方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「自分で運転することができない人」の通院や買い物の目的地 

 アンケートの回答者のうち、「自分で運転することができない人」の通院や買い物の目的地をブ

ロック別にみると、中央、東部、西部、高山及び三瓶の各ブロックでは、大田中心部を目的地と

している人が多い。 

 仁摩ブロックでは仁摩地域内、温泉津ブロックでは仁摩、温泉津及び江津市内の医療機関や商業

施設を目的地としている人が多い。 

 

図表 4 「自分で運転することができない人」の通院や買い物の目的地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.4% 4.1% 18.3% 13.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自由に使える車がある 家族共同で車を使っている

家族に送迎を頼めば使える 自由に使える車はない

(N=837)

中央 医療機関 商業施設 三瓶 医療機関 商業施設
n=54 大田市立病院 21 大田ファミリーデパートパル 28 n=29 大田市立病院 12 大田ファミリーデパートパル 14

郷原医院 14 イオン大田店 20 三瓶診療所 9 イオン大田店 7
川上医院 11 グッディー大田店 15 井上眼科医院 5 JAグリーンおおだ 4
大田呼吸循環クリニック 6 池田診療所 4
やまうち内科 4 石田医院 3

東部 医療機関 商業施設 仁摩 医療機関 商業施設
n=40 福田医院 22 大田ファミリーデパートパル 21 n=33 仁摩診療所 17 イオン大田店 20

大田市立病院 10 イオン大田店 17 大田市立病院 15 ビーバード 18
井上眼科医院 9 JAグリーンおおだ 5 須田医院 9 大田ファミリーデパートパル 11
田原医院 6 井上眼科医院 4
わだ耳鼻咽喉科医院 4 島根大学医学部付属病院 2

島根県立中央病院 2
西部 医療機関 商業施設 生越整形外科クリニック 2
n=44 大田市立病院 18 イオン大田店 26 済生会江津総合病院 2

やまうち内科 10 大田ファミリーデパートパル 19
島根県立中央病院 4 みしまや大田長久店 13 温泉津 医療機関 商業施設
田原内科医院 4 n=31 済生会江津総合病院 7 イオン大田店 20
上垣医院 4 山口医院 6 ビーバード 18
うめがえ内科クリニック 4 大田市立病院 4 グリーンモール 15

花田医院 3
高山 医療機関 商業施設 島根大学医学部付属病院 3
n=27 大田市立病院 10 イオン大田店 15

郷原医院 5 大田ファミリーデパートパル 12
大田呼吸循環クリニック 4 JAグリーンおおだ 4
加藤クリニック 4
仁寿診療所そじき 3
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④ 鉄道の利用状況 

 普段、鉄道を利用している人は全体の43.2％で、利用しない人が半数を超えている。 

 鉄道を利用している人の利用頻度をみると、「月1回未満」が65.8％で最も多く、週1回以上
利用する人（「月4回」と「月5回以上」の合計）の割合は13.7%となっている。 

図表 5 鉄道の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ バスの利用状況 

 普段、バスを利用している人は全体の26.3％で、利用しない人が70％を超えている。 

 バスを利用している人の利用頻度をみると、鉄道と同じく「月1回未満」が37.0%で最も多く

なっているが、週１回以上利用する人の割合は25.9％で、鉄道よりも高くなっている。 

 利用目的は「通院」が67.0％で最も多く、次いで「買物」48.3％となっている。 

図表 6 バスの利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 7 バスの利用目的 

 

 

 

  

利用する

43.2%
利用しない, 56.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%(N=782)

月1回未満

65.8%

月1回

8.6%

月2～3回

11.9%

月4回

5.1%

月5回以上

8.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%(N=336)

利用する

26.3%
利用しない, 73.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%(N=828)

月1回未満

37.0%

月1回

9.3%

月2～3回

27.8%

月4回

7.4%

月5回以上

18.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
(N=216)

67.0%

48.3%

5.7%

23.5%

0% 20% 40% 60% 80%

通院

買物

通勤・通学

その他

（N=230）

※複数回答
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⑥ バスサービスの満足度 

 満足している人（「満足」と「やや満足」の合計）が、不満に感じている人（「やや不満」と「不

満」の合計）を上回っている項目は、「目的地までの乗車時間」「運転手の対応」「時刻表や地図の
わかりやすさ」である。 

 満足している人の割合が高い項目は、「運転手の対応」「自宅からバス停までの距離」である。 

 不満に感じている人の割合は、「運行本数」が最も高く、以下、「ダイヤ」「自宅からバス停までの
距離」「運賃」の順になっている。  

図表 8 バスサービスの満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

6.2%

7.3%

18.5%

14.8%

8.3%

6.4%

6.9%

8.4%

6.7%

8.2%

11.1%

13.0%

10.5%

8.4%

9.7%

4.5%

6.5%

15.0%

13.6%

11.9%

11.3%

9.9%

6.0%

11.8%

36.0%

41.5%

51.3%

56.7%

65.2%

63.6%

53.6%

31.9%

65.0%

59.5%

62.5%

60.7%

58.2%

48.1%

55.2%

56.8%

50.2%

25.3%

26.1%

16.4%

14.2%

9.7%

11.5%

18.7%

14.0%

16.5%

16.9%

5.3%

11.9%

16.4%

23.2%

20.5%

20.9%

21.0%

24.8%

21.2%

20.2%

11.7%

8.2%

13.8%

26.0%

10.8%

13.1%

8.8%

10.9%

7.5%

11.6%

12.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①運行本数(N=561)

②ダイヤ(運行の時間帯)(N=537)

③運賃(N=524)

④運行経路(行き先・経由地）(N=513)

⑤目的地までの乗車時間(N=506)

⑥始発便の時間について(N=503)

⑦最終便の時間(N=509)

⑧自宅からバス停までの距離(N=558)

⑨バスとバスとの乗り換え(N=491)

⑩バスと鉄道との乗り換え(N=496)

⑪運転手の対応(運転、接遇）(N=512)

⑫時刻表や路線図のわかりやすさ(N=506)

⑬車両の段差などバリアフリー対応(N=512)

⑭屋根や椅子などバス停の待合環境(N=513)

⑮時刻表のわかりやすさ等バス停での情報(N=507)

⑯バス停周辺の自転車等の停車スペース(N=498)

⑰バスの総合的な満足度(N=534)

満足 やや満足 どちらでもない やや不満 不満
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⑦ バスサービスの満足度が低い項目（地区別集計） 

ア. 運行本数 

 温泉津ブロックや東部、高山で不満に感じている人の割合が高い。 

図表 9 運行本数の満足度（地区別集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ. ダイヤ 

 運行本数と同じく、温泉津ブロックや東部、高山で不満に感じている人の割合が高い。 

図表 10 ダイヤの満足度（地区別集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ. 自宅からバス停までの距離 

 西部ブロックと高山で、不満に感じている人の割合が特に高い。 

図表 11 自宅からバス停までの距離の満足度（地区別集計） 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.9%

6.8%

8.8%

13.2%

5.5%

3.9%

5.5%

8.8%

3.4%

9.9%

10.5%
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⑧ サービスを改善した場合のバスの利用意向 

 バスサービスを改善した場合にバスを「利用する」と答えた人の割合は47.6%で、「利用しない」

（52.4%）をやや下回っている。 

図表 12 サービスを改善した場合のバスの利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

⑨ 最低限必要なバスの便数 

 「どの程度バスの便数があれば利用するか」については、「１時間に１本」が30.9％で最も多く、
次いで「30分に1本」（21.9％）となっている。 

図表 13 最低限必要なバスの便数 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 公共交通に対する市の財政負担についての意識 

 「サービスが低下してもバスへの負担額を減らし、デマンド交通やタクシー利用助成等を充実す

べき」と、「現状並みの負担額で、適宜改善を加えながら現状程度のバスサービスを維持すべき」
がそれぞれ全体の約３割を占め、同程度となっている。 

 「今以上に市の負担額を増やしてバスサービスを充実すべき」は、全体の6.6％にとどまる。  

図表 14 公共交通に対する市の財政負担につういての意識 
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わからない
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(N=799)
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２. 民生委員アンケート調査 

(１) 調査概要 

各地区における移動困難者（高齢者や体が不自由な方等）の方の日常生活における移動の課題、

公共交通に対する意見・要望等を把握するため、各地区の移動困難者の実情を熟知している民生委

員を対象とするアンケート調査を実施した。 

図表 15 民生委員アンケート調査の概要 

調 査 内 容 

 地区内の移動困難者が普段利用している交通手段や、困っていること等 

 公共交通や移動に関する要望・意見 

 普段利用する医療機関と商業施設 

調 査 期 間 平成26年12月上旬 ～ 12月下旬 

調 査 対 象 民生委員161人（全員）  

調 査 方 法 アンケート調査票を郵送配布、郵送回収  

回 収 率 78％  

 

(２) 調査結果 

便数や自宅からバス停までの距離について不便に感じている声が多く寄せられている。 

図表 16 民生委員アンケート調査の結果 

 日常生活における移動の課題 公共交通に関する意見・要望 

中央 

 バスは乗り降りが大変  

 帰りにバスがないと待ち時間を過ごす
のが大変 

通院に便利な便数が少ない 

東部 

近くにあった店がなくなり、歩いて買い物に

行くときは重たい物、かさばる物が持ちにく

い。配達も量が少ないと頼みづらい 

バスの便数が少ない。帰りの便まで、待つ時

間が長い 

西部 
高齢でも車を利用しないといけない。利用で

きる交通手段がなく、駅やバス停まで遠い 

 バス停まで遠く、坂があり大変 

 タクシーの割引制度があるとよい 

三瓶 
大田へ買い物に行く時は、近所の友人に乗せ

て行ってもらっている 

大田中心部で、別の便に短時間で乗り継ぎで

きるとよい 

高山 
1 人で外出できるが、バスの乗降の際にス

テップと道路の間に段差があり怖い 
交通費が高い 

仁摩 

仁摩町内で売っていない品物は大田で買い

物をするが、駅やバス停までの距離が遠いた

め、次第に億劫になっている 

通院や買い物に便利なバスやタクシーがある

とよい 

温泉津 
近くのバス停から 3km 以上離れているの

で、バスを利用できない 

自宅からバス停まで 4km 離れている。バス

が巡回してくれるとよい 
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３. 高校ヒアリング調査 

(１) 調査概要 

生徒の登下校時間や通学手段といった通学の実態や、公共交通で通学する際の課題及び改善要望
等を把握するため、市内及び市外の県立高校に対するヒアリング調査を実施した。 

図表 17 高校ヒアリング調査の概要 

調 査 内 容 

 生徒の通学状況（居住地、登下校時刻、交通手段等） 

 公共交通による通学環境（最寄りの駅・バス停等） 

 公共交通で通学する際の課題及び改善要望 

調 査 期 間 平成27年1月下旬 ～ 2月上旬 

調 査 対 象 

 市内の県立高校（大田高、邇摩高） 

 市外の県立高校のうち、大田市内から通学する生徒数が多い高校 
（出雲工高、江津工高） 

調 査 方 法 調査員によるヒアリング（訪問面接）調査 

 

(２) 調査結果 

JR山陰本線の下り（仁万・江津方面）について、大田市駅19時台の列車が仁万止まりであるた

め、温泉津ブロックの生徒がこの列車で下校できるよう温泉津駅まで延伸してほしいという要望が

複数の学校から寄せられている。 

図表 18 高校ヒアリング調査の結果 

 生徒の通学状況 市内の公共交通に関する意見・要望 

大田高 

 生徒数440名のうち、88名がJR、
10名がバスで通学 

 JR で通学する生徒の多くは出雲市
（多伎町）からであり、仁摩・温泉津・
江津方面からは9名 

大田市駅19時台の列車が仁万止まりで

あるため、温泉津ブロックの生徒がこの

列車で下校できるよう温泉津駅まで延
伸してほしい 

邇摩高 

 生徒数236名のうち、180名がJR
で通学（バスは0名） 

 JRで通学する生徒のうち、温泉津・
江津方面の生徒は約30名 

19 時台に温泉津・江津方面の列車がな

いため、温泉津ブロックの生徒がこの列

車で下校できるよう温泉津駅まで延伸

してほしい 

出雲工業高 

 生徒数423名のうち、大田市から通
学する生徒は２９名 

 大田市から通学する生徒は JR を利
用、居住地では仁摩が最も遠い 

不便を感じていることは特にない 

江津工業高 

 生徒数250名のうち、大田市から通
学する生徒は31名 

 大田市から通学する生徒は基本的に
JRを利用 

通学時間帯のＪＲの車両が 1 両編成で

あるため、車内が混雑することがある 
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４. 関係機関ヒアリング調査 

(１) 調査概要 

公共交通の利用実態や改善要望、利用者のニーズ等を把握するため、市内の医療機関や商業施設
等に対するヒアリング調査を実施した。 

図表 19 関係機関ヒアリング調査の概要 

調 査 対 象 

及 び 

調 査 内 容  

医療機関 

（大田市立病院） 

 公共交通を利用した通院の状況 

 公共交通に対する改善要望等 

商業施設 

（イオン大田店、大田ファミリーデパートパル） 

 公共交通を利用した来店の状況 

 公共交通に対する改善要望等 

交通事業者 
（石見交通、日本交通、温泉津タクシー） 

 公共交通の利用状況 

 利用者のニーズや改善要望等 

観光関係団体 

大田市観光協会 

 観光客の公共交通の利用状況 

 公共交通に対する改善要望等 

市関係課 

（社会福祉課、高齢者福祉課、教育部総務課） 

スクールバスや福祉輸送サービス

等の現状及び課題等 

実 施 時 期 平成27年1月下旬 ～ 2月上旬  

 

(２) 調査結果 

公共交通の利用実態や改善要望、利用者のニーズ等を把握するため、市内の医療機関や商業施設
等に対するヒアリング調査を実施した。 

図表 20 関係機関ヒアリング調査の結果 

 市内の公共交通に関する意見・要望 

医療機関 

 平均すると 20 分に１便程度の頻度でバスが運行されているため、公共交通に
よるアクセスは確保されていると考えている 

 家族等の車による送迎で来院する高齢者をよく見かける 

商業施設 高齢者は、午前中～お昼前に来店することが多い 

観光関係団体 大田市駅等の外国語表記が必要 

市関係課 公共交通と他の輸送手段（福祉移送サービス等）との連携や役割分担が必要 
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第５章 公共交通を取り巻く課題と対応方針 

１. 公共交通を取り巻く課題 

地域の概況や公共交通の状況に関する調査、住民アンケート調査、民生委員アンケート調査及び

高校・関係施設に対するヒアリング調査等の結果によると、市内の公共交通を取り巻く課題は次の
ように整理することができる。 

(１) 公共交通利用者数の減少  

 市内の鉄道や路線バスは、区間によっては一定の運行間隔や便数での運行がなされているが、車

を持たない移動困難者が医療機関や商業施設に行く際には行先や時刻が合わない等、提供されて
いる交通サービスと実際の移動ニーズとの間に不整合が生じている場合がある。 

 市は路線バスの維持のために平成26年度で111百万円を負担しているが、バス事業者の採算
性悪化により、市の負担額はここ数年増加傾向にある。 

(２) 市全域に公共交通空白地域が存在  

 自宅から最寄りのバス停までの距離が遠く、公共交通が確保されていない集落（公共交通空白地
域）が存在しており、特に、三瓶ブロックや高山、温泉津等の山間部に多く分布している。 

 鉄道や路線バスのほか、地域によってはスクールバス、予約乗合タクシーや福祉移送サービスと

いった様々な交通手段が確保されているが、鉄道や路線バスとの重複解消や、交通サービス相互

間の役割分担が図られていない等、それぞれの地域の特性に応じた交通手段が確保されていると

は必ずしも言えない状況にある。 

(３) 定住や福祉等の諸施策と公共交通体系との一体的な展開が必要  

 上位計画である大田市総合計画においては、「自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県

央の中核都市」の実現のため、「暮らしを支える生活交通の確保」に関する施策が掲げられている

が、提供されている交通サービスと移動ニーズとの不整合や公共交通空白地域の存在等により、
公共交通が市民の「暮らしを支える」役割を十分に果たし切れていない状況がある。 

 大田市都市計画マスタープランに掲げられている「地域の特色を活かした拠点の形成」のために

も、定住や福祉等の諸施策や拠点における様々な生活サービス（医療や買い物等）と連携して、

公共交通を単に移動手段としてではなく、市民の生活課題を総合的に解決する「都市の装置」と

して利活用していくことが必要である。 

(４) 観光振興に資する公共交通ネットワークが未構築  

 市外からの玄関口である大田市駅から市内の観光地への移動や、市内の観光地相互間の移動に公
共交通を利用する際の動機づけとなる観光客への情報提供が必要である。 

 また、市内には、世界遺産である石見銀山のほか、三瓶山や仁摩サンドミュージアム等の豊かな

観光資源が存在するが、今後増加が見込まれるシニアや外国人等の観光客の移動ニーズに公共交

通が十分に対応できていない状況がある。 

(５) 市民・交通事業者・行政による推進体制の強化が必要  

 市では平成19年３月に「大田市生活交通確保対策実施計画」を策定し、また、平成26年４月

には「大田市地域公共交通協議会」を設置して、公共交通体系の構築に向けた取組を推進してい

るが、行政や交通事業者・住民等が一体となった公共交通を地域で支える体制の構築や利用意識
の醸成が十分に図られていない状況にある。 

 また、公共交通に関する取組を継続的かつ客観的に推進するための仕組みや、バス路線の見直し
にあたっての基準等の整備が必要である。 
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２. 課題への対応方針 

(１) 本計画が目指す将来像 

大田市総合計画に掲げられている将来像「自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県央

の中核都市」や、公共交通を取り巻く課題に対して公共交通が果たすべき役割等を踏まえ、本計画

において目指す将来像を「住みたい地域、住みよい地域を支える持続可能な公共交通」とする。 

 

＜市の目指す姿＞

 自然・歴史・ひとが光り輝く だれもが住みよい 県央の中核都市（大田市総合計画より）  

 連携と交流によるだれもが住みよい都市づくり（大田市都市計画マスタープランより）  
 

＜公共交通が果たすべき役割＞

 通学や買い物、通院等の日常生活の支えとなる  

 地域間の交流促進と、地域の拠点性向上の支えとなる  

 生活の足として、中山間地の生活環境改善と人口維持の支えとなる 

 

 
 
 
 
 住みたい地域、住みよい地域を支える持続可能な公共交通 

  

(２) 計画の基本方針 

市の上位・関連計画において公共交通に求められている機能や役割、それぞれの地域における特

性等を踏まえ、本計画の基本方針（本市における公共交通のあり方）を次のとおり定める。 

 

基本方針1   利便性が高く効率的な公共交通 

路線やダイヤといった公共交通のサービスの質を高め、通院や買い物、通勤・通学等の日常生活

の場面で気軽に利用できる公共交通を目指す。 

市の公共交通に対する現行の負担額を目安として、公共交通空白地域の解消を図る一方で、利用

者が少なく採算性のよくないバス路線は別の交通サービスに転換する等、資源の再配分による効率

的な公共交通体系の構築を目指す。 

 

基本方針2   地域の魅力や活力を高め、ひとの交流を促す公共交通 

交通結節点の機能向上や、商業施設等と連携したにぎわい創出の取組によって中心拠点や地域拠

点への外出機会の増加を図り、市民一人ひとりが元気になる公共交通を目指す。 

公共交通の利用促進を図るだけでなく、関係施設との連携による公共交通の活用策についても検
討し、ひとの流れを公共交通が支える仕組みの構築を目指す。 

 

基本方針3   いつまでも地域に存続する公共交通 

行政、交通事業者、市民や利用者の協働による体制づくりと、計画的かつ着実な事業の実施によ
り交通サービスの満足度を高め、いつまでも地域に存続する公共交通の実現を目指す。 

  

目指す将来像 
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第６章 計画の目標と具体的な事業内容 

１. 施策の体系図 
 
 

基本方針 目標 事業内容 

基本方針１ 

 

利便性が高く

効率的な公共
交通 

【目標１】 

利便性が高く効率的なバス
路線の構築 

事業① 収支率・乗車密度を踏まえた路線の見直し 

事業② 
重複区間におけるダイヤや 

運行形態の見直し 

事業③ JRとの乗り継ぎ改善 

【目標２】 

交通空白地域における 

移動手段の確保 

事業① 
集落と地域拠点を結ぶ 
最適な交通手段の検討 

【目標３】 

既存の交通資源を活かした 
通学手段の確保 

事業① 
路線バスとスクールバスとの 

組み合わせによる運行 

事業② 市内の高校への通学支援  

基本方針２ 

 

地域の魅力や

活力を高め、ひ

との交流を促
す公共交通 

【目標１】 

中心市街地や地域拠点への 

公共交通による来訪促進  

事業① 中心市街地におけるバスサービスの改善 

事業② 交通結節点の機能強化及び整備 

【目標２】 

他の輸送サービスや 

生活支援サービスとの連携  

事業① タクシーを活用した救援事業等の検討 

事業② 沿線施設等と連携した公共交通の利活用 

【目標３】 

観光客に対する 
情報提供とサービス向上 

事業① 観光客への情報提供 

事業② 石見銀山等の観光地へのアクセス改善 

基本方針3 

 

いつまでも地

域に存続する

公共交通 

【目標１】 

公共交通に対する 
認知度向上と理解促進 

事業① 地域との積極的な対話の実施 

事業② 公共交通を守り、育てる意識の醸成 

【目標２】 

安全・安心・快適な 
運行サービスの提供 

事業① 安全で信頼性の高い運行 

事業② 乗務員の接遇向上 

【目標3】 

計画を円滑に推進していく 

ための体制の構築 

事業① 
協働により公共交通を支える 

仕組みづくり 

事業②  公共交通の運行見直し基準の作成 
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２. 目標達成のために実施する事業 

基本方針1   利便性が高く効率的な公共交通 

 
【目標１】利便性が高く効率的なバス路線の構築 
 

事業① 収支率・乗車密度を踏まえた路線の見直し

■事業の背景

 路線バスの利用者数は年々減少傾向にある一方で、路線バスに対する市の負担額は平成 26 年

度で1億1千1万円と高止まりしている。 

 路線バスの利用者数と採算性をみると、平均乗車密度が 1.0 前後と小さく、収支率が 20%前
後である等、減便や運行形態の見直し等の必要な路線がある。 

 

（対象路線；市内・和江線、仁万線、山口線、波積線、川本線、粕淵線、大田市生活バス温泉

津線、大田市生活バス井田線、大田市生活バス湯里線） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 乗降調査結果に基づく主な路線の特徴 

  

【仁万線】 

大森～世界遺産センター

間の利用が大部分で、仁

万～大森間は少ない 

【大田市生活バス3路線】 

小中学生の通学利用が大部分を 

占め、一般客の利用はごくわずか 

【市内・和江線】 

全ての便で利用が少ない 

【波積線】 

ほとんどが 

高齢者の利用 

【川本線】 

少ないながらも 

高校生の利用がある 

【山口線】 

ほとんどが 

高齢者の利用 

【粕淵線】 

少ないながらも 

高校生の利用がある 
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■事業内容

 収支率・平均乗車密度がともに低い路線について、減便や運行ルートの変更を含めた見直しを

行う。 

 収支率が高いものの平均乗車密度の低い路線については、利便性を向上させるために運行形態

や運行ルートの見直しを行う。 

 需要に応じた車両の小型化の検討を行う。 

 

【再編にあたっての各路線の機能分担の方向性】 

市内の公共交通について、果たすべき役割や利用実態等を踏まえて次のように整理する。 

機能 対象路線 

幹線 

近隣市町との連携の軸となる公共

交通 

 JR山陰本線 

 石見交通バス「大田・江津線」「周布線」 
「粕淵線」「川本線」「広島線」 

地域拠点間を接続する公共交通  石見交通バス「大田・江津線」「周布線」 

支線 
地域拠点へのアクセスを担う公共

交通 

 石見交通バス「大森・大家線」「波根線」「波
積線」「仁万線」「富山線」「山口線」「三瓶線」
「大屋線」 

 大田市生活バス全路線 

 多伎循環バス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 目指す公共交通体系のイメージ 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 
平成27年度に、路線の見直しの実施計画（市の任意計画）を策定 

平成28年度以降から、段階的に見直しを実施 
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事業② 重複区間におけるダイヤや運行形態の見直し

■事業の背景

 「大田バスセンター」と「大田市立病院前」との間は多くの路線が重複するため便数が多くなっ

ているが、同じ時間帯に複数の便が続けて走る等、非効率な部分がある。 

 通学専用のスクールバスや予約乗合タクシーといった「路線バス以外の交通サービス」が確保

されている地域がある一方で、路線バスとの役割分担が図られていない（運行区間や時刻が重

複している）状況もみられる。 

■事業内容

 多くの路線が重複する「大田バスセンター」～「大田市立病院前」間について、運行時刻の調

整等を行う。（重複路線；大田・江津線、大森・大家線、市内和江線、波根線、川本線、粕淵線、

富山線、大屋線、三瓶線） 

 地域のニーズや特性に応じて導入されている輸送サービス（スクールバスや予約乗合タクシー）

と路線バスとが重複する地域について、運行形態の見直しを含めた役割分担を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 大田市立病院バス停              ▲大田市生活バスの車両 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 
平成27年度に、路線の見直しの実施計画（市の任意計画）を策定 

平成28年度以降から、段階的に見直しを実施 

 

 

事業③ ＪＲとの乗り継ぎ改善

■事業の背景

 交通結節点である大田市駅等において、時間帯によってはＪＲとの接続が十分に考慮されてい

ないバスの便がある。 

 用事を済ませるために必要な到着時刻や滞在時間を確保するために、鉄道に接続する路線バス
の時刻を見直す必要がある。 

■事業内容

 ＪＲとの連絡体制を強化し、ＪＲのダイヤ改正等に合わせて路線バスのダイヤを遅滞なく改正

できるようにする。 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 平成28年度より、バス路線の見直しにあわせて実施 
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【目標２】公共交通空白地域における移動手段の確保 

事業① 集落と地域拠点を結ぶ最適な交通手段の検討

■事業の背景

 車を持たない移動困難者が医療機関や商業施設に行く際に、提供されている交通サービスの行

き先や時刻が実際の移動ニーズに合わない等の不整合が生じている。 

 自宅から最寄りのバス停までの距離が遠く、公共交通が確保されていない集落が山間部に多く
分布している。 

■事業内容

 地域特性に応じた交通手段の検討が必要な地区（p45）において、デマンド交通、温泉津町湯

里地域で運行されている「あいのりタクシー」方式、自治会輸送等による移動手段の確保に向
けた検討を行う。 

 検討にあたっては、意見交換会の開催等により住民の移動ニーズを詳細に把握した上で、モデ
ル地区における試験運行等を行いながら進めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲地域特性に応じた移動手段確保策のイメージ 

■実施主体 大田市・交通事業者・住民・社会福祉協議会等 

■実施時期 
平成27年度に、路線の見直しの実施計画（市の任意計画）を策定 

平成28年度以降から、段階的に見直しを実施 

  

市街地 小型バス 

大型・中型バス 

乗合タクシー 

自治会輸送 

タクシー補助等 

郊外 

山間部 
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【目標３】既存の交通資源を活かした通学手段の確保 

事業① 路線バスとスクールバスとの組み合わせによる運行

■事業の背景

 少子化に伴う小中学校の再編によって、統合前に比べて遠距離の通学をしなければならない児

童・生徒の通学手段を確保することが必要である。 

 路線バスと通学専用のスクールバスが重複して運行されている区間があり、効率的な運行を図
る必要がある。 

■事業内容

 今後の小中学校の再編にあわせ、公共交通を活用した通学方法の確保策について検討する。 

 路線バスと重複してスクールバスが運行されている地域について、路線バスとの一本化を検討

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲路線バスによるスクールバスとの組み合わせによる運行 

■実施主体 大田市・交通事業者・教育委員会

■実施時期 小中学校の再編にあわせ実施 

 

事業② 市内の高校への通学支援

■事業の背景

 市内の県立高校では、１０人に１人が徒歩や自転車、公共交通以外の手段（家族による送迎等）

で通学しており、登下校時の安全を確保する上でも、また、公共交通の維持・確保を図る上で

も対策が必要となっている。 

 市内の県立高校では、部活動の終了時刻に合わせた鉄道やバスの便がないため、公共交通を利
用して帰宅できない状況が生じている。 

■事業内容

 市内の県立高校へ通学する高校生が、部活動の終了後も公共交通を利用して帰宅できるよう、
通学手段の確保策について検討する。 

■実施主体 大田市・交通事業者・高等学校

■実施時期 
平成2７年度に検討・調整 

平成28年度以降に実施 

 
  

朝波小では路線バス（富山線）と通学

専用のスクールバスを組み合わせて通

学手段を確保している 
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基本方針２   地域の魅力や活力を高め、ひとの交流を促す公共交通 

 
【目標１】中心市街地や地域拠点への公共交通による来訪促進  

事業① 中心市街地におけるバスサービスの改善

■事業の背景

 市内のバス路線は「大田バスセンター」を起終点とした放射状の路線網が形成されているため、

各方面から大田バスセンターへ向かう便や、大田バスセンターから各方面に向かう便が特定の
時間帯に重なり合い、中心市市街地における運行間隔の疎密が発生している。 

 市中心部の商業施設においては、買い物客の利便を図るために特定の曜日に無料のシャトルバ

スが運行されている等、それぞれの関係主体が独自に交通サービスを展開しており、公共交通

の効率的な運行のためにも調整が必要である。 

■事業内容

 中心市街地を走る路線相互間のダイヤや、中心市街地を循環するバス路線のダイヤ及び経路等

を見直すことにより、中心市街地を訪れる人の移動利便性の向上を図る。 

 商業施設が運行するシャトルバスと路線バスを組み合わせた利用促進策について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 中心市街地における再開発等の状況 

■実施主体 大田市・交通事業者・商業施設等

■実施時期 平成28年度より段階的に実施 
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事業② 交通結節点の機能強化及び整備

■事業の背景

 交通結節点である大田市駅や、複数のバス路線が経由する大田市立病院には上屋や風除け、ベ

ンチ等が整備され、概ね快適な待合環境が確保されているが、商業施設の最寄りや高校生が通
学に利用するバス停では、十分な待合い環境が確保されていない箇所もある。 

 住民アンケート調査においては、それぞれ３割近くが「屋根や椅子等バス停の待合い環境」「時

刻表のわかりやすさ等バス停での情報」「バス停周辺の自転車等の停車スペース」に不満を感じ

ており、わかりやすい情報提供も含めた交通結節点の機能向上が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 住民アンケート調査結果のうちバス停に関する満足度 

■事業内容

 乗降客数の多いバス停において、上屋やベンチ、駐輪場やシニアカー置き場等の整備を進める。 

 発着する便数や乗降客数が多く、移動の目的地や乗り継ぎ拠点となっているバス停（大田市駅、

大田バスセンター、大田市立病院前、大森代官所跡等）において、路線図と組み合わせた方面
別の時刻表や案内サイン等を整備し、利用者にわかりやすい情報提供に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲バス停の待合環境や時刻表（大田市立病院前） 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 平成27年度より随時実施 

 

  

図４－１９　バスサービスの満足度
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⑯自転車やシニアカーなどを停めるための、バス周辺スペースについて
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⑰バスの総合的な満足度(N=534)
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【目標２】他の輸送サービスや生活支援サービスとの連携 

事業① タクシーを活用した救援事業等の検討

■事業の背景

 タクシー事業は旅客の運送を行うことが目的であるが、付帯サービスとして、顧客の求めに応

じて通院の付き添いや買い物の代行、薬・書類の受け取りといった、「救援事業」を行うことが
認められている。 

 タクシーの利用者は減少傾向にあり、タクシー事業者の維持存続のためにも、タクシーを地域

公共交通の一部として位置付け、活性化と利用促進を図ることが重要である。 

■事業内容

 生活支援のためのタクシー救援事業の導入に向けた仕組みづくり（行政と連携した救援事業内

容の検討や周知等）によって、市内のタクシー事業者の存続を図る。 

 

名称 サービス内容 

緊急救援システム 
会員宅に端末機を設置し、緊急信号を発した場合にタクシーを現場に

急行させ病院等へ移送するサービス 

タクシー便利屋 
病院へ診察申し込み、薬の受け取り、買い物代行、忘れ物受け取り、

電球交換、公共料金の払い込み、ガスの元栓確認等を行うもの 

生活支援輸送サービス 
タクシー事業が特定の運転者を顧客に派遣して、輸送サービスや日常

生活に必要なサービスを提供するもの 

こども110番 

タクシー 

不審者を発見した場合や子どもの求めに応じて、いつでも乗務員が

110番通報を行うもの 

エスコートサービス 
特に夜間の女性客に対し、乗務員が無料で玄関先に案内したり、帰宅

時に玄関方向へライトを点灯したりして安全確認を行うもの 

▲タクシー救援事業の内容（例） 

■実施主体 大田市・交通事業者・医療機関・商業施設等

■実施時期 平成27年度より随時実施 
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事業② 沿線施設等と連携した公共交通の利活用

■事業の背景

 山間部の特に人口が少ない地域においては、市民の日常生活における移動に関する課題を公共

交通だけで解決することは難しく、移動販売や在宅医療、訪問診療といった取組との連携によ
り、地域の生活を包括的に支援していくという視点が重要である。 

 地域の高齢者が栽培した農産品等を地域拠点に出荷する際の手段として公共交通を活用する等

により、地域の経済活動に公共交通が寄与する仕組みを構築することは、公共交通を持続可能

なものにすることにも役立つ。 

■事業内容

 公共交通（一般乗合旅客運送）を活用した旅客の運送に付随した少量貨物の運送を実施する。 

 公共交通を活用した地域産品の集出荷についての可能性の調査を行う。 

 移動販売や訪問医療といった生活支援サービスや、福祉移送サービス等との役割分担や連携の

可能性について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 「小さな拠点」づくりのイメージ（国土交通省「『小さな拠点』づくりガイドブック」より） 

 

■実施主体 大田市・交通事業者・商業施設等

■実施時期 平成27年度より随時実施 
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【目標 3】観光客に対する情報提供とサービス向上 

事業① 観光客への情報提供

■事業の背景

 大田市を訪れる観光客数は、石見銀山遺跡の世界遺産登録により大きく増加したものの、近年

は落ち着きをみせている。しかしながら、今後は、観光消費のけん引役として期待されるシニ
ア層や外国人等による観光需要の拡大が見込まれる。 

 大田市駅等の拠点において外国語表記の案内表示が少なく、外国人観光客に向けた対策が必要
である。 

■事業内容

 インターネットやパンフレット等を活用して、公共交通に関する情報を観光客に発信する仕組みを

構築する。 

 交通結節点や観光地周辺のバス停において、外国人やシニア層を意識した案内表示の見直しや
バス路線図・ダイヤ等の情報提供を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 大田市駅前における案内サイン 

■実施主体 大田市・交通事業者・大田市観光協会

■実施時期 平成27年度より随時実施 

 

事業② 石見銀山等の観光地へのアクセス改善

■事業の背景

 「大田バスセンター」と世界遺産である石見銀山との間や、石見銀山エリア内（「大森代官所跡」

～「世界遺産センター」間、「仁万駅」～「世界遺産センター」間）は、観光客の利便を図るた
め多くの便が運行されているが平均乗車密度は低く、ダイヤ等の見直しが必要である。 

 観光地への路線は、季節や曜日によって需要が異なるため、決まった時間で決まった路線を走
る路線バスとは異なる交通サービスの検討が必要である。 

■事業内容

 季節や曜日に応じたダイヤや運行形態について検討する。 

 観光地間を結ぶ観光のりあいタクシーの導入について検討する。 

■実施主体 大田市・交通事業者・大田市観光協会

■実施時期 平成27年度より随時実施 
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基本方針3   いつまでも地域に存続する公共交通 

 
【目標１】公共交通に対する認知度向上と理解促進 

事業① 地域との積極的な対話の実施

■事業の背景

 市では、これまでの「地域公共交通協議会」を平成26 年４月に法定協議会に移行して、新た

な公共交通体系の構築に向けた取組を推進しているが、公共交通の利用者数や市の負担額、今
後推進していく事業等の情報が住民に対して十分周知されていない。 

 利用者が減少する中、公共交通の維持・確保を図っていくためには、それぞれの地域において
住民と意見交換をしながら、施策を適宜改善していく必要がある。 

■事業内容

 各ブロックにおいて、公共交通に関する住民との意見交換、学識者による講演等を行い、地域

の公共交通を考えるきっかけとする。 

 地域の会合や高齢者の集まり等の場において、公共交通に関する出前講座を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■実施主体 大田市・交通事業者・住民

■実施時期 平成27年度より随時実施 

  

 

▲意見交換の様子（鳥取市） 

▲説明資料（岡山県井原市野上地区） 

市の公共交通に関する考え方 

 これまでの取組 

 地域公共交通網形成計画策定の趣旨 

様々な交通手段の事例紹介 

 バスとデマンド交通との違い 

 近隣市町の事例 

公共交通に対する意向の聞き取り 

 望ましい交通サービス 

 地域でどのように支えるか 

移動実態・ニーズの聞き取り 

 バスや鉄道の使い方・要望 

 通院や買い物の外出先 
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事業② 公共交通を守り、育てる意識の醸成

■事業の背景

 公共交通を守り、育て、未来に残すには、一人でも多くの人に公共交通を利用してもらうこと

が重要である。 

 公共交通の利用方法を紹介した冊子の作成・配布による啓発活動や、ノーマイカー運動の推進

といった「モビリティ・マネジメント」の手法を活用した取組により、公共交通を住民一人ひ
とりが自らの問題として認識し、普段から利用を心がけるよう、意識の醸成を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■事業内容

 公共交通の路線図や時刻表、公共交通の利用方法を紹介した冊子等を作成・配布する。 

 毎月 20 日の「ノーマイカーデー」を通じた車の利用を控える取組を推進し、公共交通の利用

促進や二酸化炭素の削減、健康増進、安全運転の推進、年間を通したエコドライブの推進等を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 利用促進冊子の例（岡山県高梁市） 

■実施主体 大田市・交通事業者・住民

■実施時期 平成27年度より随時実施 
  

「モビリティ・マネジメント」とは… 
 

 個人や組織・地域のモビリティ（移動状
況）が、社会にも個人にも望ましい方向
へ自発的に変化することを促す取組のこ
と。 

 具体的には、地域、職場、学校等を対象
に、公共交通に関する情報提供、行動プ
ランの提案、ワークショップの開催、コ
ミュニケーション・アンケートなどを行
い、対象者の自発的な行動（公共交通の
利用や自家用車の自粛など）を促すもの。 
 

 

▲高校生の通学に関するモビリティ・マネジメ

ントにおける配布物（岡山県高梁市） 
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【目標２】安全・安心・快適な運行サービスの提供 

事業① 安全で信頼性の高い運行

■事業の背景

 交通事業者の使命として、安心・安全・快適な交通サービスを提供し続けることが必要である。 

■事業内容

 乗務員研修を実施し、交通事故のない安全な運行、時間どおりの運行（定時性の確保）を図る。 

 車内での転倒事故ゼロを基本に、人にやさしい丁寧な運転の徹底を図る。 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 平成27年度より継続的に実施 

 

 

事業② 乗務員の接遇向上

■事業の背景

 住民アンケート調査によると、バスの乗務員の接遇についての満足度は比較的高くなっている

が、新たな利用者を開拓するためにも、接遇の向上とともに、乗務員の改善提案を運行サービ
スの向上に活かす仕組みの構築が必要である。 

 乗務員によって異なるサービスの質を一定のレベルに高めるためには、研修の実施や利用者の

声を反映する仕組みの構築が必要である。 

■事業内容

 地域公共交通協議会を活用し、利用者アンケートやモニター調査等により収集した利用者の意

見や改善要望を行政・交通事業者・住民で共有し、交通事業者のサービス向上に反映する仕組
みを構築する。 

 路線バスやタクシーの乗務員を対象とした、接遇サービス向上のための研修を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ タクシー乗務員の対応マニュアル（例） 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 平成27年度より継続的に実施 
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【目標３】計画を円滑に推進していくための体制の構築 

事業① 協働により公共交通を支える仕組みづくり

■事業の背景

 市内では、住民が公共交通の利用促進や運営に主体的に関わっている取組がみられるが、そう

した事例は一部の地域にとどまっている。 

 行政と交通事業者・住民が一体となって事業を計画的かつ着実に推進していくためには、「顧客

ニーズの見える化」「運行サービスの見える化」「改善過程の見える化」によって公共交通に関

する情報を互いに共有し、事業の実施に生かす仕組みを構築することが必要である。 

■事業内容

 「○○地域の公共交通を考える会」等、地域における公共交通の活動組織づくりと、その育成

に取り組む。 

 公共交通の利用状況や運行状況、取組や改善過程等の「見える化」の推進を図る。 

 

【見える化の内容】 

○ 路線バスの乗降調査を定期的かつ継続的に行い、利用状況を詳細に把握する。 

○ 市の主管する大田市生活バス等については、利用状況を常時把握し、必要に応じて運行経路

や運行日等の見直しを行う。 

○ 計画最終年度には住民アンケート調査を実施し、公共交通の利用状況やニーズ、満足度等を

把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 公共交通の見える化のイメージ 

■実施主体 大田市・交通事業者・住民

■実施時期 平成27年度より随時実施 
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事業② 公共交通の運行見直し基準の作成

■事業の背景

 利用者が少ないバス路線については、効率的な運行の観点から減便や他の交通手段への転換等

の対策が必要であるとともに、その目安となる基準をあらかじめ定めておく必要がある。 

 また、路線バスへの住民の理解と利用促進を図る上でも、運行見直し基準を設定して住民への
周知を行うことで、行政と住民が危機感を持って利用促進に取り組んでいくことが重要である。 

 一方で、運行見直し基準の設定にあたっては、基準の適用により利用者の利便性が損なわれる

ことがないよう、住民に対して行政が最低限確保すべきサービス水準（「市内のどこからでも、

少なくとも週に２回は公共交通を使って中心市街地まで往復できる」等）を設定した上で検討

する必要がある。 

■事業内容

 市として最低限確保する公共交通のサービス水準を設定した上で、利用者数や採算性を考慮し

た、路線バス等の運行見直し基準を作成する。 

 見直し基準の運用にあたっては、住民に対して基準の達成状況を周知する際に、公共交通の利
用状況や事業の実施状況についても併せて周知することで、利用促進につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲ 運行見直し基準の設定による見直しの仕組み（岡山県高梁市） 

■実施主体 大田市・交通事業者

■実施時期 

平成27年度に策定する路線の見直しの実施計画（市の任意計画）にあわせ、市

が最低限確保するサービス水準について検討 

平成28年度までに運行見直し基準を作成 

平成29年度より運用開始 
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３. 目標に対する評価指標 

本計画が目指す将来像と基本方針を踏まえ、計画の目標と、目標の達成状況を評価するための指

標を次のとおり定める。 

基本方針 目標と事業内容及び評価指標 

基本方針１ 

利便性が高く効率的

な公共交通 

【目標１】利便性が高く効率的なバス路線の構築 

評 価指 標  路線バスに対する市の負担額 

具体的内容 路線バスに対する市の負担額 

現 在の 値 1億1千1百万円（平成26補助年度実績） 

目 標 値 市の負担額1億円以下 

目標値設定

の 考え 方 

アンケート調査結果を踏まえ、路線バスに対する市の負担額を現在

よりも増やさないことを前提に、他の公共交通（デマンド交通等）

に資源を再配分することで地域全体での交通サービスや利用者の

確保・維持を図る。 

モニタリン

グ 方 法 
補助年度ごとの実績値を把握 

【目標２】公共交通空白地域における移動手段の確保 

評 価指 標  公共交通空白地域の居住人口割合 

具体的内容 総人口に占めるバス停400m圏外人口の割合 

現 在の 値 23%（平成22年国勢調査） 

目 標 値 11％  

目標値設定

の 考え 方 

デマンド交通の導入等により、公共交通空白地域の居住人口割合を

現在の半分以下に減らす。 

モニタリン

グ 方 法 

平成27年国勢調査の値と検証時点の公共交通網・バス停の位置を

もとに把握 

【目標３】既存の交通資源を活かした通学手段の確保 

評 価指 標  既存の交通資源を活かした通学手段の確保数 

具体的内容 
路線バスを活用して通学手段を確保している小中学校の全小中学

校数に占める割合 

現 在の 値 4５%（全22校のうち10校（小・中各5校）において確保） 

目 標 値 50%以上 

目標値設定

の 考え 方 

今後の学校再編に伴い、半数以上の学校において路線バスを活用し

た通学手段の確保を図る。 

モニタリン

グ 方 法 
担当課へのヒアリングにより把握 
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基本方針 目標と事業内容及び評価指標 

基本方針２ 

地域の魅力や活力を

高め、ひとの交流を

促す公共交通 

【目標１】中心市街地や地域拠点への公共交通による来訪促進 

評 価指 標  交通結節点のバス停における利用率 

具体的内容 
バス利用者全体に占める「大田バスセンター」及び「大田市駅」バ

ス停の利用者の割合 

現 在の 値 

32% 

（平成26年11月の乗降調査における平日１日間の実績値） 

算出方法：「大田バスセンター」及び「大田市駅」バス停の利用者

数／大田バスセンター及び大田市駅を経由する路線バス全便の総

利用者数 

目 標 値 現状より利用率を高める。 

目標値設定

の 考え 方 

路線バスの総利用者数の減少が続く中、中心市街地のにぎわいをも

たらす市中心部のバス停における利用率を高める。 

モニタリン

グ 方 法 
交通事業者が実施する乗降調査において把握 

【目標２】他の輸送サービスや生活支援サービスとの連携 

評 価指 標  タクシー救援事業等の導入事業者数 

具体的内容 
市と交通事業者が連携して、タクシーを活用した生活支援サービス

など救援事業に取り組む事業者数 

現 在の 値 ０ 

目 標 値 全社（8社） 

目標値設定

の 考え 方 
市内全てのタクシー事業者（８社）において実施する。 

モニタリン

グ 方 法 
タクシー事業者や関係機関へのヒアリングにより把握 

【目標３】観光客に対する情報提供とサービス向上 

評 価指 標  公共交通に関する情報を観光客に発信する仕組み 

具体的内容 
インターネットやパンフレット等を活用して、公共交通に関する情

報を観光客に発信する仕組みの構築 

現 在の 値 ━ 

目 標 値 外国語表記の案内表示やバス路線図、ダイヤ等の情報提供 

目標値設定

の 考え 方 

駅拠点等における外国語表記の案内表示やバス路線図、ダイヤ等の

情報提供により外国人観光客へのサービス向上が必要。 

モニタリン

グ 方 法 
観光協会や交通事業者へのヒアリングにより把握 
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基本方針３ 

いつまでも地域に存

続する公共交通 

【目標１】公共交通に対する認知度向上と理解促進 

評 価指 標  公共交通に関する住民との意見交換会の開催地域数 

具体的内容 住民意見交換会、研修会の開催件数 

現 在の 値 ━ 

目 標 値 年１回（７ブロックごとの開催） 

目標値設定

の 考え 方 
公共交通への住民理解を図る。 

モニタリン

グ 方 法 
開催の都度把握 

【目標２】安全・安心・快適な運行サービスの提供 

評 価指 標  安全で信頼性の高い運行 

具体的内容 安全・安心・快適な交通サービスを提供し続けること 

現 在の 値 0件 

目 標 値 

0件（交通事故ゼロを継続する） 

※交通事故とは、バス事業者の責任により発生した事故（有責事故）

をいう。 

目標値設定

の 考え 方 

安全で事故がなく、時間どおりに走り、人にやさしい快適な運行を

行う。 

モニタリン

グ 方 法 
交通事業者へのヒアリングにより把握 

【目標３】計画を円滑に推進していくための体制の構築 

評 価指 標  地域と一緒に公共交通を考える推進体制の構築 

具体的内容 
地域住民と一緒になって公共交通のあり方を考え、地域が主体的に

取組を進めるための組織づくり 

現 在の 値 ０ 

目 標 値 ５カ所以上 

目標値設定

の 考え 方 

行政と地域が一体となった組織づくりによって、毎年１カ所の組織

化を図る。 

モニタリン

グ 方 法 
担当課やまちづくりセンターへのヒアリング等により把握 
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４. 計画の達成状況の評価に関する事項 

(１) 評価・改善の仕組み 

計画の推進にあたっては、事業の実施状況や目標の達成状況を、事業計画の立案（Plan）、計画に

従った事業の実施（Do）、計画の達成状況の評価や新たに生じた課題・問題点の整理（Check）、評

価結果を踏まえた改善・見直し（Act）といった「ＰＤＣＡサイクル」によって定期的に評価し改善

を図ることで、目標の達成に向けた取組を着実に推進する。 

ＰＤＣＡサイクルの構築にあたっては、５年間の計画期間全体を対象としたサイクルと、各年度

の進捗状況を検証するためのサイクルの２つを組み合わせて、継続的な評価・改善に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 計画の進行管理 

本計画は、大田市地域公共交通協議会の構成団体や関係団体等が推進し、同協議会が進行管理を

行う。 

名称 役割 構成員 

大田市地域公共交通

協議会 

計画に実効性を持たせる

ため、「評価」「見直し」を
行う。 

 大田市長が指名する職員  

 関係する公共交通事業者及び公共交通事業者
が組織する団体又はその代表者が指名する者  

 道路管理者又は道路管理者が指名する者 

 島根県大田警察署長又はその指名する者 

 住民又は公共交通機関の利用者 

 学識経験者 

 その他大田市長が必要と認めた者 

大田市地域公共交通

協議会幹事会 

計画の業務を円滑に行う

ため、必要な事項を処理し

大田市地域公共交通協議
会に「報告」する。 

会長、副会長及び委員の中から協議会が必要と認

めた者 

 

 

  

Plan（計画） 

Check（評価） 

Do 

（実施） 

Act 

（改善） 

PDCA 
サイクル 

 詳細計画の立案 

 評価指標の設定 

 事業の円滑な実施 

 目標の達成度評価 

 課題・問題点の整理 

 改善点の抽出 

 改善策の検討 
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５. 実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大
田
市

交
通

事
業
者

住
民

そ
の
他
の

関
係
主
体

①収支率・乗車密度を踏ま
えた路線の見直し

○ ○

②重複区間におけるダイヤ
や運行形態の見直し

○ ○

③JRとの乗り継ぎ改善 ○ ○

（２）公共交通空白
地域における移動
手段の確保

①集落と地域拠点を結ぶ最
適な交通手段の検討

○ ○ ○ ○

①路線バスとスクールバス
との組み合わせによる運行

○ ○ ○

②市内の高校への通学支
援

○ ○ ○

①中心市街地におけるバス
サービスの改善

○ ○ ○

②交通結節点の機能強化
及び整備

○ ○

①タクシーを活用した救援事
業等の検討

○ ○ ○

②沿線施設等と連携した公
共交通の利活用

○ ○ ○

①観光客への情報提供 ○ ○ ○

②石見銀山等の観光地へ
のアクセス改善

○ ○ ○

①地域との積極的な対話の
実施

○ ○ ○

②公共交通を守り、育てる
意識の醸成

○ ○ ○

①安全で信頼性の高い運行 ○ ○

②乗務員の接遇向上 ○ ○

①協働により公共交通を支
える仕組みづくり

○ ○ ○

②公共交通の運行見直し基
準の作成

○ ○

（３）計画を円滑に
推進していくための
体制の構築

３．いつまでも
地域に存続す
る公共交通

（２）安全・安心・快
適な運行サービス
の提供

１．利便性が
高く効率的な
公共交通

２．地域の魅
力や活力を高
め、ひとの交
流を促す公共
交通

（３）観光客に対す
る情報提供とサービ
ス向上

（１）利便性が高く効
率的なバス路線の
構築

（３）既存の交通資
源を活かした通学
手段の確保

（１）中心市街地や
地域拠点への公共
交通による来訪促
進

（２）他の輸送サー
ビスや生活支援
サービスとの連携

H29年度
基本方針

（１）公共交通に対
する認知度向上と
理解促進

実施スケジュール

H27年度 H28年度 H30年度 H31年度

実施主体

事業目標

路線の見直し

実施計画策定 段階的に見直しを実施

路線の見直し

実施計画策定 段階的に見直しを実施

バス路線の見直しにあわせて実施

路線の見直し

実施計画策定 段階的に見直しを実施

検討・調整 Ｈ28年度以降に実施

段階的に実施

随時実施

随時実施

随時実施

随時実施

随時実施

随時実施

継続的に実施

小中学校の再編にあわせて実施

随時実施

最低限確保す

るサービス水

準の検討

運行見直し基

準の作成

運行見直し基

準の運用

随時実施

継続的に実施
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資料 
 

大田市地域公共交通協議会規約 

 

（設置） 

第１条 協議会は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）第６

条第１項の規定に基づき、地域公共交通網形成計画（以下「形成計画」という。）の作成及

び形成計画等の実施に関し必要な協議を行うため、また道路運送法（昭和26年法律第183号）

の規定に基づき、地域における需要に応じた住民の生活に必要なバス等の旅客輸送の確保そ

の他の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議

するため、大田市地域公共交通協議会（以下「協議会」という。）を置く。  

（事務所） 

第２条 協議会は、事務所を大田市大田町大田ロ1111番地（大田市役所内）に置く。 

（協議事項）  

第３条 協議会の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。  

(1) 形成計画等の策定及び変更に関すること。 

(2) 形成計画等の実施に係る連絡調整に関すること。 

(3) 形成計画等に位置付けられた事業の実施に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、協議会の目的を達成するために必要な事項  

（組織） 

第４条 協議会は、委員25人以内で組織する。 

２ 協議会の委員は、次に掲げる者とする。 

(1) 大田市長が指名する職員  

(2) 関係する公共交通事業者及び公共交通事業者が組織する団体又はその代表者が指名す

る者  

(3) 道路管理者又は道路管理者が指名する者 

(4) 島根県大田警察署長又はその指名する者 

(5) 住民又は公共交通機関の利用者 

(6) 学識経験者 

(7) その他大田市長が必要と認めた者 

（役員） 

第５条 協議会に、次の役員を置く。 

(1) 会 長 １人  

(2) 副会長 １人  

(3) 監 事 ２人  

２ 会長は、大田市政策企画部長をもって充てる。 

３ 副会長及び監事は、第４条第２項に掲げる委員の中から互選する。 

（役員の任務） 

第６条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

３ 監事は、協議会の会計の状況を監査する。 

（会議） 

第７条 協議会は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 
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２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議決方法は、全会一致を原則とする。ただし、意見が分かれた場合において、議長

がやむを得ないと認めるときは、出席委員の３分の２以上の賛成で決するものとする。 

４ 協議会は、その協議する事項について必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求

め、意見を聞くことができる。 

５ 協議会は、原則として公開とする。 

（代理人による表決） 

第８条 やむを得ない理由により協議会に出席できない委員は、代理人をもって議決権を行使

することができる。 

（幹事会） 

第９条 第３条各号に掲げる事項について協議会の業務を円滑に行うため、協議会に幹事会を

置くことができる。 

２ 幹事会は、会長、副会長及び委員の中から協議会が必要と認めた者で構成する。  

３ 幹事会は、必要に応じて関係者を招集し、意見を聞くことができる。  

（地域公共交通会議） 

第10条 協議会に、道路運送法（昭和26年法律第183号）及び道路運送法施行規則（昭和26年運

輸省令第75号）の規定に基づき、地域住民の生活に必要な旅客輸送の確保その他旅客の利便

の増進を図るため、大田市地域公共交通会議を置くこととする。 

（事務局） 

第11条 協議会の事務局は、大田市政策企画部地域振興課内に置く。 

２ 事務局に事務局長を置き、大田市政策企画部地域振興課長をもって充てる。 

３ 協議会の庶務は、事務局長が総括し処理する。 

（業務の執行） 

第12条 協議会の業務の執行方法については、この規約で定めるもののほか、別に定める規程

による。  

（書類及び帳簿の備え付け） 

第13条 協議会は、事務局に次に掲げる書類及び帳簿を備え付けておかなければならない。 

(1) 協議会規約及び第12条に掲げる規定  

(2) 役員等の氏名及び住所を記載した書類 

(3) 収入及び支出に関する証拠書類及び帳簿 

(4) その第11条に掲げる規定に基づく書類及び帳簿 

（事業年度） 

第14条 協議会の事業年度は、毎年4月1日に始まり、翌年の3月31日に終わるものとする。 

（経費） 

第15条 協議会の経費は、次に掲げるものをもって充てる。 

(1) 国又は県からの補助金 

(2) その他の収入  

（収支予算） 

第16条 協議会の事業計画及び収支予算は、会長が作成し、協議会の議決を得なければならな

い。 

（監査等） 

第17条 会長は、毎事業年度終了後、次に掲げる書類を作成し、翌年度初回の協議会開催日の

７日前までに監事に提出して、その監査を受けなければならない。 
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(1) 事業報告書 

(2) 収支計算書 

(3) 財産目録 

２ 監事は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作成して会長に報告す

るとともに、会長はその監査報告書を協議会に提出しなければならない。 

３ 会長は、第１項に掲げる書類及び前項の監査報告書について、協議会で承認を得た後、これ

を事務局に備え付けておかなければならない。 

（規約の変更） 

第18条 この規約を変更する場合には、協議会の承認を経るものとする。 

（協議会が解散する場合の措置） 

第19条 協議会が解散する場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打ち切り、会長であっ

た者がこれを決算する。 

（補則） 

第20条 この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この規約は、平成２６年４月８日から施行する。 

附 則 

この規約は、平成２６年１１月２０日から施行する。 
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住民や利用者の参画による検討の経緯 

 

 

 

平成 26 年 4 月 8 日（火）  大田市地域公共交通協議会設立（第 1 回会議） 

  同日付   （国事業交付申請） 

 

  5 月 19 日（月）  国土交通省申請（6/2 変更交付決定） 

 

  5 月 27 日（火）  島根県補助交付申請（同日交付決定）9 月補正後実施 

 

  8 月 27 日（水）  第 2 回地域公共交通協議会（経過及び取組み報告） 

利用者代表を構成員に含む法定協議会において、

今後の進め方等について協議 

 

  12 月   住民アンケート調査の実施 

     民生委員アンケート調査の実施 

住民や利用者（特に、公共交通を必要としている

移動困難者）の生活課題や移動ニーズに関する意

見を幅広く収集 

 

 

平成 27 年 1 月～2 月  高校・関係機関ヒアリング調査の実施 

公共交通をより多くの市民に利用してもらうため

の課題等に関する意見を、様々な観点から幅広く

収集 

 

  2 月 24 日（火）  第 3 回地域公共交通協議会（計画案協議） 

利用者代表を構成員に含む法定協議会において、

計画の概要について協議 

 

  3 月 9 日（月）  市議会説明 

 

  3 月 18 日（水）  協議会幹事会 

 

  3 月 26 日（木）  第 4 回地域公共交通協議会（計画の承認） 
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平成２６年４月８日委嘱分

NO 区　　分 団 体 名 職　名 氏　名 備　考

1 西日本旅客鉄道株式会社米子支社浜田鉄道部 部 長 永嶺比呂志

2 石見交通株式会社大田営業所 所 長 佐々木　篤 幹事

3 社団法人島根県旅客自動車協会 専務理事 板垣　良典

4 国土交通省中国地方整備局松江国道事務所計画課 課 長 山本　俊彦

5 島根県県央県土整備事務所大田事業所 事業所長 井田　悦男

6 大田市建設部（道路） 部 長 田中　　功

7 公安委員会 島根県大田警察署 署 長 松岡日出夫

8 大田市自治会連合会 会 長 森山　　護 幹事

9 大田市社会福祉協議会 会 長 岩谷　　博

10 大田市民生児童委員協議会 会 長 江下　芳久 監事

11 大田市男女共同参画推進委員会 会 長 神谷　栄子

12 大田市交通安全母の会 会 長 恒松　和子

13 大田商工会議所 専務理事 西山　眞治 副会長

14 銀の道商工会 会 長 原　　勝正

15 学識経験者 島根県立大学総合政策学部 准教授 松田　善臣 幹事

16 中国運輸局島根運輸支局
首席運輸企画

専門官 迫田　武利 幹事

17 島根県地域振興部交通対策課 管理監 末満　章悟 幹事

18 島根県交通運輸産業労働組合協議会 議 長 加田　　章

19 大田市政策企画部（交通対策） 部 長 船木三紀夫 会長

20 大田市総務部（防災・交通安全） 部 長 松村　　浩

21 大田市産業振興部（商工・観光） 部 長 尾田　英夫 監事

22 大田市健康福祉部（福祉） 部 長 原田　　修

23 大田市教育部（教育） 部 長 田中　純一

計23名

公共交通事業者

道路管理者

利用者

その他

大田市

大田市地域公共交通協議会委員名簿





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


